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米国における都市内分権「ネイバーフッドカウンシル」の形成基盤
－バーミンガム市（アラバマ州）の「市民参加プラン」をベンチマークとして－

前山　総一郎
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要旨

　米国において1970年代から, 日本においては2000年前後から, 都市内分権（ネイバーフッドカウンシル, 

まちづくり協議会）が, それぞれのコンテクストとともに展開してきている。各種の展開, 変遷を踏まえた現

在, 「都市内分権の持続可能性のベースは何か」を問える, 良いロケーションに私たちはいるのではないだろう

か。その観点から, 今回, 米国で最初期から形成され持続的に展開されているとされるアラバマ州バーミンガ

ム市をテストケースとして, 「ネイバーフッドカウンシルを生み, 持続させた『基盤』は何か」を検討した。

その結果, 以下のファインディングスを得た：

１．1963年（市の公式のCommunity Affirms Committeeの設置）から, クロスセクションでの（多人種型）市

民参加の試みが始まった。

２．1969年頃, 黒人が市民リーグ（アーバンニグロ連合等）を結成する動向があり, 黒人層がバーミンガムに

おいて大きなセクションであることが認識される状況となる。（新たなアーバンレジーム）。

３．この「新たなアーバンレジーム」に基づいて, 黒人, 市議会議員当が実質的に討議する過程を通じて, 「市

民参加プラン」が構築されていった。

４．バーミンガムでは, 「公民権運動」が直接的に, ネイバーフッドカウンシル制度を構成する「市民参加プラ

ン」に結実した。

５．市民参加計画は, それが長年衝突・討議を経たため, 策定された後には安定的, 有効なものとなり, 現在ま

で続いている。

６．公民権運動がネイバーフッドカウンシルの制度設計に直結したバーミンガムは, 一つのカテゴリーと捉

えられる。他方で,他都市における形成過程が異なったネイバーフッドカウンシルの類型研究が必要と

捉えられた。

1　はじめに

　日本において, 2000年前後から, 小学校区をエリア

として, 連合町内会, 子ども会, PTA, 民生委員協議会, 

老人クラブ, 防犯組合などの様々な地域組織を組織化

した「まちづくり協議会」（地域によっては, コミュニ

ティ協議会など多様な名称がある）が結成されてきて

いる。かつこれらは, 多くの場合自治体によって, 条

例や要綱によってその設置が定められているもので

ある。（自治体により制度的に認知されたものである

ことから, 「任意」の団体である自治会とは異なってい

る。）名和田（2009）は, この仕組みを, ①②役所の出

先機関をエリア内に設置, ③住民代表的な住民組織が

あること, を指標に「都市内分権」と呼んでいる。都

市内分権の形成と社会的機能についての研究を進め

てきた（前山　2015）。

　米国において, 都市内分権に相当する「ネイバー

フッドカウンシル」（Neighborhood Council）が1970

年代を皮切りに諸都市において設置されてきており, 

またネイバーフッドカウンシルの廃止を経験する都
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市も現れてきている。

　論者の研究において, 日本の都市内分権が, 地区で

の比較的簡易な地域サービスの提供にそれ自体がコ

ミットする（独居高齢者の居場所づくり：いきいき

サロンや, 小学生の登下校見守りなど）のに対して, 米

国の場合には, 地域の諸事項についての審議や意見の

とりまとめ（市に対しての勧告など）という形で「意

思形成」「意思決定」にかかわる側面が強いことを示し

てきた。

　では, なぜ, このような日米における違いが表れて

きたのだろうか？　

　米国のネイバーフッドカウンシルにあっては, い

くつかの都市の関係者へのヒアリングにあって日本

のまちづくり協議会がこのような地域サービスの

供給にコミットしていること伝えると, 「ネイバー

フ ッ ド カ ウ ン シ ル は, そ れ 自 体 で そ れ ら（ 地 域 ）

サービスの供給にかかわることはない。それは, 行

政の役割だ」という反応が返ってくる。（タコマ市の

New Neighborhood Council議長のEbenhoh氏, 同市長

Stickmeyer市）。日本の各地のまちづくり協議会の会

長が, 「また町（自治体）から仕事が来た。でも住民の

ためだからやらざるを得ない」と言いつつ, 実働に着

手することと比べて, 対照的である。

　米国のネイバーフッドカウンシルが, そうした地域

サービスにコミットしないことは, 実はその改廃が

簡単であることとつながっている。シアトル市（ワ

シントン州）のネイバーフッドカウンシル（District 

Councilの名称）の制度は, その洗練された設置やコ

ミュニティマッチングファンド補助金の考案と実施

によって, 全米最優秀賞を得たのであるが, その制度

は, 2016年に市長からの提起によって, 大きな論争を

経つつも, 最終的に「解体」されることとなった１。1992

年に設置されたネイバーフッドカウンシルの仕組み

は, エリアをとりまとめた１３の”District Council”

とそこから派遣される代表たちから構成される”City 

Community Council"が組織的骨格をなしていたが, 

「これはもはや存在しない。」「それに代わって, ７つ

の議員ディストリクト（Council District)が設置され

た。各種団体から構成されていた, 全市を覆う, 市民

参加の構造は解体されてしまった。もはや地区にお

ける一団体になってしまった。それに替えて, 市内を

７つに分けて, それぞれの議員が自分の担当するエリ

アに赴き, 住民の声に議員が接するミーティングをお

こなうという議員ディストリクトの制度がそれに替

えられたということとなった。（Thoma Whittemore

氏）。1年に満たない期間でこのような形でドラス

ティックに転換してしまうことは, 地域サービスの供

給という集団行動にネイバーフッドカウンシルが直

接的に触れていないことがそれを容易にしている。

　制度上の設置また改廃の容易さを含む特質は, 制

度のミッションとその設置背景に関わっている。で

は, 独自の制度的特質を持つ米国の都市内分権「ネ

イバーフッドカウンシル」は, どのような制度背景を

もっているのだろうか。

　全米のネイバーフッドについての研究史において, 

本格的な大規模な調査が1990年代のはじめにJ.M.ベ

リー（Berry）らによっておこなわれ, 『都市民主主義

の再生』（1993）としてまとめられた。そこでは, １５

の実施都市が調査対象となり, とくにそのうち活発と

みられた5つの都市（オハイオ州デイトン市, オレゴ

ン州ポートランド市, カリフォルニア州セントポール

市, 同州アントニオ市, そしてアラバマ州バーミンガ

ム市）がコア都市として選定され, 「全市レベルに拡大

された, 地区コミュニティの市民参加システム」「正式

に市に認知され, 構造化された市民参加の形態」が調

査された。①市民参加のレベル, ②参加のメカニズム

が正式に構造化されているかの程度を二つの調査の

柱とした。その結果, 基本的に, これらの構造が構築

されたところでは（15の都市）, 「政治の有効性」に

ついての認識が深まっていること, 地区コミュニティ

における住民諸団体間の利害衝突が低減されやすい

ことが明らかとなった。他方で, それら推進している

15都市と, 制度を精緻に構築した5都市の間では, 低

所得者の参加への誘導の点で, 差がないことなどが示

された。（Henig 1994; Abers and Heskin1995）。ま

た, 前 山 は2000年 初 頭 に, Berryら の 調 査 以 降 に ネ
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イバーフッドカウンシル制度を設置したシアトル市

（ワシントン州）, タコマ市（同州）の調査を行った

（前山 2004）。

　米国の都市内分権について絞って考えると, ほぼ

40年の歴史があるが, シアトル市のように華々しい

設置と急激な解体をドラスティックに経たところが

現れてきており, また, バーミンガム市のように初期

から強力かつ安定的に推移しているケース, 設置はし

たがその後実質的には機能していないケース（テキ

サス州ヒューストン市）, 長い年月をかけて構築して

きて有効に機能しているケース（タコマ市）と, 都市

ガバナンス, 自治体と地域社会とのかかわりの点でい

くつかの類型が現れてきている。今日, それを総括的

に検討したものがまだ米国の研究においても, また日

本欧州についてもない状態ではあるが, 世界的視点か

ら見ても日本でのあらたな都市内分権, 都市ガバナン

スの容態があらわれてきている現在, 比較分析と基盤

分析によっておこない得るタイミングとロケーショ

ンに我々はいるのではないかと考える。

　本稿の目的は, 米国の都市内分権がどのような背景

をもち, そしてどのような基盤をもって形成されたの

かを確認する作業をおこなう。それにアクセスする

ために, 「米国において最古で最も成功を収めている

ネイバーフッドカウンシルの一つ」２と捉えられてい

るバーミンガム市のネイバーフッドカウンシルをベ

ンチマークとして検討したい。

２　ネイバーフッドカウンシルの形成と背景

　バーミンガム市は, 南部の都市にあっては, いち早

く鉄鋼産業（USスチール）に取り組んだ都市であり, 

人口約24万人（市を中心とした経済圏では約121万

人）の都市である。

　バーミンガム市のネイバーフッドカウンシルの制

度は, 「市民参加プログラム」（Citizen Participation 

Program） に よ っ て つ く ら れ, 「 市 民 参 加 プ ラ ン 」

（ ” C i t i z e n  P a r t i c i p a t i o n  P l a n” ,  t h e  C i t y  o f 

Birmingham）として示されている３。

2.1 「市民参加プラン」（Citizen Participation ）と制

度設計 － 三層構造

　 バ ー ミ ン ガ ム の「 市 民 参 加 プ ラ ン 」（Citizen 

Participation Plan=CPP）は二つの目的をもつ。第

一に, 不安定な都市を改善することであり, 第二に連

邦政府の再開発ファンドを市が獲得するうえで義務

付けられた市民参加の要件を満たすことである。そ

してネイバーフッドカウンシル設置プログラムの

「ゴール」として, ①すべてのバーミンガム市民を代

表するために, 人種, 色, 信条の如何にかからわず, 市

民が選挙選出される仕組み, ②市, 市議会, 市の職員

に, 市民インプットを届け得るために, 市民代表とし

て直接アクセスできる, ③公のリソース, 諸プランや

プログラムについての情報を市民にタイムリーに届

ける, ④コミュニティにおける諸問題, プランやプロ

ジェクト, 諸活動についての情報を, タイムリーに市

職員に届ける, という4つが定められている。

　参加システムの構成としては, 三層のものとして設

定されている。

① 「ネイバーフッドアソシエーション」（Neighborhood

Associations）：（市に99）

　同システムの基層をなす形で, 各地区コミュニティ

（ネイバーフッド）に住むすべての人からなる。24

万人の同市における99の「ネイバーフッド」におい

て一つの「ネイバーフッドアソシエーション」協議会

が設置され（定款＝Bylawによる設置）, そこでは, す

べての地区住民を体現しているものとして, その代表

を選挙選出する。
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（ちなみに同仕組みの設置時には, ネイバーフッド数

は85であった。なおまた, ネイバーフッドの規模は, 

180人のものから8200人のものまでのレンジがある

が, 平均一つのネイバーフッドで2740人となってい

る。

② 「コミュニティアドバイザリー委員会」（Community

 Advisory Committee）；（市に23）

ネイバーフッドアソシエーションの代表がより広い

エリア（コミュニティ）の「コミュニティアドバイザ

リー委員会」を構成する（定款による設置）。ちなみ

に, ６つの「ネイバーフッドアソシエーション」のか

ら代表2名が派遣されて, それぞれの「コミュニティ

アドバイザリー委員会」を構成する。同システムの中

層をなすものである。

③ 「市民アドバイザリー・ボード」（Citizens Advisory

Board） (市に１つ）

システムの最上層が, 各「コミュニティアドバイザ

リー委員会」からの代表（23名）から構成される「市

民アドバイザリー・ボード」である（定款による設

置）。これは, 市スタッフに「コミュニティ」における

諸情報や重要な決議を伝える。

　また, 市長オフィスからは, この仕組みに対して

「コミュニティリソースサービス」部局が担当部局と

して支えることとなっている。

　同プランにおいてネイバーフッドカウンシルの仕

組みを体現的に定める形で, 各層会議での定款, 代表

選挙の方式と選挙候補となる要件, 選挙手続におけ

る「ネイバーフッドアソシエーション」住民スタッフ

の役割, 市職員の役割, 通常選挙と特別選挙, コミュニ

ティ開発一括補助金（CDGB）とのかかわりなどが詳

細に記されている　（図表1および２）。

2.2 　「市民参加プラン」制度と実際

　Woodland Parkと い う 一 つ の「 ネ イ バ ー フ ッ

ドアソシエーション」会議に参加する機会を得た

（2017年8月29日 ）。 選 挙 で 選 ば れ た 代 表Johnnle 

Summerville氏と副代表Michael Morrisonが議事進

行をしていた。同ミーティングにおいては, ゲストス

ピーカー（市警察, パブリックワークス, 市議会議員）, 

市長の「コミュニティチャレンジ」についての討論, 

休日集会のついての議論, 各種情報案内といったこと

が議題となっており（図表３および４）, 約３０名

の地区住民が参加し, 議論をしており, 地区コミュニ

ティレベルにおいて実際的なコミュニティでの討議

がなされていることが確認された。

３　市民参加プランの策定にかかわる政治プロセス

　「市民参加プラン」の策定には, 同市において長い年

月がかかり多くの議論の結果形成されてものである。

その構築のプロセスに, バーミンガムにおけるネイ

バーフッドカウンシル制度が形成されることになっ

た, その固有の背景と基盤が明瞭に示されている。

　

　「市民参加プラン」に至るまでには, 1954年から

1974年までの, 市におけるプランニング, それに対す

る市民反発, 市民からの提起, 連邦政府からの提起な

ど, 長い期間が要された。その過程は, 市（執行機関

と議会）の姿勢, 市民における市民的連合の形成など

が引き起こされたことによって, それまでのエスタブ

リッシュメント型および白人優位的な政治ガバナン

スをドラスティックに一変させることとなった。

　1954年に連邦の住宅法（Housing Act of 1954）

は, 公共住宅の状況改善とそれに関連してのスラム

クリアランスの実施をすすめようとするものであり, 

各自治体にスラムクリアランスおよび都市中心部再

開発にあって, 市民参加計画を義務付けたのである

が, それがバーミンガム市の場合出発点となっている。

1974年の市民参加プランが, 市民団体, 各セクターを

含ンで実質的に承認されるにいたるまで, おおむね4

つの時期に整理されよう。

3.1　形成期

　1954年 の 連 邦 住 宅 法 は, 公 共 住 宅 の 状 況 改 善 と

それに関連してのスラムクリアランスの実施をす

す め よ う と す る も の で あ る こ と は 述 べ た が, 特 に

そ こ に あ っ て のWorkableプ ロ グ ラ ム が, コ ミ ュ ニ

ティ開発への市民全体の参加（full-fledged citizen 

participation)を進めるものであった。しかし, 1954

年から数年間は, 同法はほとんどバーミンガムには影
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図表2　バーミンガム市におけるネイバーフッド関係地図

図表1　ネイバーフッドアソシエーションおよびコミュニティアドバイザリ委員会（CAC）エリア

（典拠：The City of Birmingham Webpage，GIS Maps:
http://gisweb.informationbirmingham.com/imf/sites/JSPCOBHelp/StandardMaps/
Neighborhoods.jsp (2017年9月30日現在)）
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響することがなかったとされる。この当時, 「白人の

権力構造が, プランニングへの黒人参加を締め出して

いた」ためとされる。（Wilson, B.M. Race and Places 

in Birmingham. The Citil Rights and Neighborhood 

Movement,p.118)。

　ケネディ政権にあって「貧困への戦い」（War on 

Poverty事業）が提起された。その核としての「コミュ

ニティアクションプログラム」(Community Action 

Program)は そ れ ぞ れ の 自 治 体 は, Citizen Advisory 

Committee＝CDC（市民参加委員会）の設置を求める

こととなった。バーミンガム市は, それに対して, 既

存の市「プランニングコミッション」をCDCに指定す

図表3　Wood Park Neighborhood Association 会議 進行表

（典拠：会議当日に配布された資料）

（典拠：論者撮影）

写真 Wood Park Neighborhood Association 会議（2017年8月26日）の様子
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る形で対応した。（同コミッションには黒人メンバー

はいなかった。）

3.2　市のコミュニティ関係委員会の正式設置とプロ

テスト

　1963年の4月3日から5月10日にかけて, 黒人の運

動家による「アラバマ運動」（Alabama Campaign）

が展開された。これは, 南部キリスト教指導者会議

（South Christian Leadership Conference=SCLC)と

いう教会関係組織によって, バーミンガム市の差別を

容認する法律に抗議するために同市中心部において

非暴力不服従」をスローガンに展開された公民権支持

運動であり, マーティン・ルーサー・キング牧師, フ

レッド・シュツルワース牧師らの戦術によって率い

られたものであった。全国新聞紙タイムズがこのと

き警察によって黒人青年達が放水され, また警察犬

をたきつけられた写真と記事をリリースしたことに

より, 全米に衝撃をあたえたのはこのときのことであ

る（当時, 分離政策の主導的な立場にあったビル・コ

ナー長官の許可により, 警察には, 放水と警察犬使用

の許可が出されていた）。この事件が基になって, 同

年ビル・コナー長官が, 市民による直接立法投票によ

り解任されることとなり, 大きな衝撃を与えた。

　1963年5月にアラバマ州議会が議決により各市の

事業報告が義務付けたことに応じて, バーミンガム市

は, 同 年Community Affairs Committee（ コ ミ ュ ニ

ティアフェアーズ委員会＝CAC）を条例によって設置

した。212人の委員を要した同委員会は6月から開催

された。実施的には, そのミッションの一つは, 人種

関係問題の取り扱いないしは改善であった。ここに

おいて, アラバマ市において, 初めての正式に諸人種

から構成される, 市の付属機関が設置されたというこ

とになる。

　ただし, その際にその実際的なアクションを担う組

織として, Operation New Birmingham（ONB）とい

う組織が設置された。これは, 中心街の活性化を目

指した, 商工会議所のメンバーを主としたDowntown 

Improvement Associationを前身としてしつらえら

れたものであり, 設立当初から, その人種政策の姿勢

に批判が寄せられ, 課題が残ることとなった４。

　

　他方で興味深いことは, 　つまり, この時期, 市の

「リーダーたち」ないし既存の都市体制を支えてき

た「エスタブリッシュメント」は, 第一に広範で強力

な「公民権運動」に接しながら, 第二に連邦による住

宅政策および経済機会法実施補助金獲得にあっての

「市民参加」の具体的な義務付けに対応しながらも

（市の「市民アフェアーズ委員会」CACの条例によ

る設置, JCCEDの評議員の市民選挙受け入れ）, 「市民

アフェアーズ委員会」のもとでの実働部隊として保守

的なOperation New Birmingham団体を実働部隊と

して立ち上げさせるという, 二枚舌の戦略をとった時

期である。

　都市のレジームの点から検討してみる。「エスタブ

リッシュメント」が, 「市民アフェアーズ委員会」CAC

の212人とクロスしている（脚注 委員名簿一覧５）。

そのメンバーの主要なもののうち人種均衡政策にポ

ジティブではない者がONBの実働部隊となっている。

つまり, CACが主要な一つの核となっている「エスタ

ブリッシュメント」にあって, 市の正式な市民参加を

すすめる委員会の実働において, 人口均衡政策には消

極的であった。他方で, 黒人達にあっての市民運動参

加は, 教会関係組織に戦術的指導下に青年たちが手足

となっておこなわれたが, 他方で, いまだ政治的ない

し一般制度的にリーグをなすほどの実体は構築して

いなかった。

3.3　新たな都市レジームへのテイクオフ

　1966年に, 連邦議会がDemonstration Cities and 

Metropolitan Development Act （実証都市および大

都市開発法）を可決し, 「モデルシティ」プログラム

（Model Cities Program）を打ち出した。これは, ハ

イウェイ, 公共交通, その他の建設に関連しての都市

再生プロジェクトにかかわるものであり, その補助金

交付にあっては, 各市に「モデルシティ」（都市再生プ

ロジェクト）の計画策定と申請にあたっての市民参加

とCity Demonstration Agency(都市実証エージェン

シ＝CDA)の設置を義務付けるものであった。

　1967年にバーミンガム市は, モデルシティの申請

を行った連邦住宅開発局により, 市民参加が足りな

いとして不採択とされた。市メディカルセンターの
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建設を目玉としたこの計画案を策定するときには, 市

が市民参加としてカウントしたのは, 先のOperation 

New Birmingham団 体 の 参 加 だ け で あ っ た た め で

あった。

　 他 方 ま た こ の 点 に つ い て, 黒 人 市 民 た ち が 新 た

なかつ効果的な形で抗議をおこなうこととなった。

Operation New Birmingham団体の参加をもっては, 

多人種均衡を要件とした市民参加とは言えないと抗

議したのみならず, モデルシティ計画案作成に向け

て, 新たな市民ボード（Model Cities Neighborhood 

Boardの設置とその選挙選出の方式）を提案したの

であった。これは, 黒人系のアドボカシーシンクタ

ンクThe Legal Defense Fundがスキルと戦術を提供

したことにより行われた。とりわけ, メディカルセ

ンター建設は, 黒人が多く住むエリアと近接してお

り, 立ち退き等が懸念されていたことから, プロテス

ト運動にあっては全米黒人地位向上協会（National 

Assoc iat ion for  the  Advancement  of  Colored 

People,＝NAACP）が支援した。

　ここにおいて, 都市レジームの点で変化が起きた。

都市開発をめぐる市とのやりとり, 関連団体とのやり

とり, 教会や全米黒人地位向上協会との連係のなか

で, 黒人市民たちが比較的強固な市民リーグを形成す

るに至ったことである６。この時期に, Urban Negro

リーダーという部隊型のリーグが形成された。反貧

困政策やまた連邦の市民参加推進諸政策により, 黒人

たちが自分たちの地区コミュニティに関する政治に

対してコントロールすることの可能性に気づくよう

になった時であった。都市レジームとして, CACメン

バーとクロスするエスタブリッシュメントがそれま

で唯一の優勢なものであったが, 今や, 黒人勢力が都

市レジームにおいて新たな勢力として現れた。ここ

で新たな均衡をもといとした新たな都市レジームが

生じた。

3.4 「市民参加」制度の構築

　1972年 に 市 は, コ ミ ュ ニ テ ィ 開 発 一 括 補 助 金

（CDBG）という巨大な一括補助金の獲得という課題

に直面することとなった。この時に, 市は地域コミュ

ニティと市の制度をリンクするしくみの構築にむけ

て, コミュニティ開発部（Community Development 

Department）を設置した。

　1973年に, プログラム案デザインに着手されるに

あたり, 市は従前同様, 市民参加を担当することと

なってきていたOperation New Birmingham団体が

その提言と参加を担うこととなった。しかしこれに対

してプロテスト運動が起こり, ①ワークショップを実

施すること, ②今回は市民参加においてOperation New

Birmingham団体抜
・ ・

きで実施することが提起された。

　これまでの「モデルシティ」プログラム実施をモニ

タリングした結果, 「クロスセクション」になってい

ないことが連邦住宅開発局から指摘されたことを踏

まえて, 市は, 新たに「市民参加プログラム」（Citizen 

Participation Program）として実施することとした。

これは, それまで市長直結だった方式から, 同プログ

ラムを市議会の監察のもとにおくこと, そして多人種

の参加とする「クロスセクション」を直接含むことと

した。

　1974年1月1日に, 市再度で多くの討議を経た後, 

地区コミュニティをベースとする「新市民参加プロ

グラム」案を提示した（New, Comprehensive Citizen 

Participation Plan）。ここにおいて, 先の三層構造

（①地区コミュニティレベルの協議会Neighborhood,

②中層機構としてのCommunity Citizens Committee,

③全市レベルのCitizen Advisory Boardの設置が提

起された。

　上記三層構造については, 理解されつつも, 上層

部からの一方的な指令の可能性がのこることや団体

ONBへの強い懐疑がのこると反論が相次いだことか

ら, 同4月1日にパブリックヒアリングが開催された。

500人の市民が参加し開催され, David Vann議員が

座長をして, 意見をとりまとめた結果, 「市民参加プロ

グラム」に対して新たに次の6つの視点が市民側の見

解として示された。

　　　　①　これを持続的なものとすること, ②既存

の地域組織を排除せずに組み込むこと, ③

ONB団体を組み込まないこと, ④市行政

と市民の間のヒエラルキー構造とならな

いこと, ④Citizen Advisory Committeeの

構成の改良, ⑤地区コミュニティ（ネイ
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年 政権 連邦政府・議会
議会・執行機関 外郭団体 市民 支援団体

バーミンガム市 市民サイド
備考

図表4　年表　バーミンガム市「市民参加プラン」（Citizen Participating Plan）形成に至る各セクターの動向

（典拠：論者作成）
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バーフッド）の境界線引きにあたって地区

住民への相談・話し合いを持つこと

　同年10月1日にパブリックミーティングが開催さ

れ, 市から改訂されたプラン案が示された。上記の

市民からの6項目はほぼ入っていたことから, この案

は市民たちによっても受け入れられることとなった。

これを受けて, 最終的に, 条例（971-13）によって同

プランは市の公式の「市民参加」を支えるプランとし

て採択されることとなった。（現在のネイバーフッド

カウンシルの駆動は, ほぼこのときからの市民参加プ

ランのセッティングを踏まえた形となっている。

　この時期には, 都市レジームの観点からは, ここで

は各種のグループが一定のバランスを取り始め, そこ

において市民参加プランが結実に向けて調整された

ことが見て取れる。黒人市民たちが, それまでの問

題点を提起し, 議会関係でもDavid Vann議員といっ

た議員がそれを掬い取り議会において調整を図った。

かつてのエスタブリッシュメントは, この過程で不満

を覚える場合もあったが, 基本的にはこの動向に対応

することを選んだ。

　ネイバーフッドカウンシルの制度としてたちあら

われた市民参加プランは, このような政治的な葛藤を

越えての都市レジームの転換の帰結として作り上げ

られたものであった（図表4）。

４　おわりに

　本稿の検討の結果, 次のことが確認された。

１．1950年代には黒人の声をほとんど聴かず反映

しない都市政策であったが, 1963年からは連邦か

らのプッシュを背景としつつ, 「市民参加」（citizen 

participation）というコンセプトで, この時期マイ

ノリティの象徴であった「黒人」の各種政策へのコ

ミット, ないしは「クロスセクション」での多人種

コミットが進められた。（具体的には, 市の公共住

宅・スラム政策, 都市開発（ハイウェイ等）, 低所

得エリアの開発（CDBG補助金）の政策過程への参

加という形であった。）

２．1969年前後に, 都市の実相として, それまで市お

よび都市政策の根幹を握っていた層（いわゆるエ

スタブリッシュメント）の独占であったことに対し

て, 黒人のリーグ（Urban Negroリーグ等）が出来

上がり, 黒人の市民層が一つのセクションとして形

成されてきた。（新たな都市レジームの形成）

３．新たな都市レジーム形成を基に, 1972年のコミュ

ニティ開発部の設置を機に, 「新総合市民参加プラ

ン」案をめぐり, 黒人市民, 議会がやりとりをする過

程で同プランが作り上げられた。

４．1963年に全米から着目されたバーミンガムの公

民権運動は, その後, その運動を「市民参加」の諸機

会を捉えながら, 「市民参加プラン」へと結実した。

５．長年にわたるやり取りから, また「市民参加プラ

ン」設置においても相当の衝突と議論を経てできた

ものであることから, 内容上, 安定したものとなっ

ており, 現在の実施スキームとして有効に作動して

いる。

６．バーミンガム市の場合, 「公民権運動とネイバー

フッドカウンシル制度・市民参加プランが, その基

盤の点で直接的に繋がっている形態」のものである

ことが判明した。他方で, シアトル市やポートラ

ンド市等他都市では状況が異なる。ただし, バー

ミンガム市の方式は, 他都市に影響し続けてきて

いるとも言われる。（Committee for A Better New 

Orleans）。なお, タコマ市においては, 公民権運動

の熱気が直接伝わったわけではないが, そこでの体

験, スキルが影響しているとする声がある７。この

点今後の検討を要する。

注

１ Executive Order 2016-06(Edward B. Murray, 

Mayor)；Final Response to Council SLI 18-2-A-1 (DON 

Programs and Council Districts)July 15,2016
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２ Community for A Better New Orleans, Birmingham 

Cit izen Participation Program Case Study, A 

Community for a Better New Orleans White Paper,( 

January 2011),.

３ The City of Birmingham, Citizen Participation, 

Plan (established 1974, amended 2013).　 同 計

画 は, 1976年, 1978年, 1980年, 1992年, 2006

年, 2013年に改訂されている。

４ 1965年 に は ジ ェ フ ァ ソ ン 郡 経 済 機 会 会 議

（Jefferson County Economic Opportunity＝

JCCED）という非営利エージェント組織が, バーミ

ンガム市とジェファソン郡政府との連携で結成さ

れたのだが, 当初そこにおいては, 41人の評議員の

うち黒人が6名まで入ることとなっていたものの, 

その選出は, 設置者がすべての評議員を指名するも

のとなっていた。1966年に連邦経済機会法の改訂, 

基準改定によりJCCEDの評議会メンバーは, 評議員

の3分の２を地域コミュニティの諸グループとエー

ジェンシーから選出されることが求められ, 市はそ

れに対応することとなった。M.C.Siesによれば, 連

邦政府の経済機会局が求めた市民参加の要請は, 当

初はバーミンガム市から抵抗はなかったが, 他方

で, 次第にその中身を骨抜きにしていった（p343）

５ 委員会設立時の委員一覧
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６ Bobby M. Wilson, Race and Place in Birmingham: 

The Civil Rights and Neighborhood Movements,p123

７ Elton Gatewood氏（タコマ市コミュニティカウン

シル議長）へのヒアリング。

　2017年8月22日。

　　シアトル市でのネイバーフッドカウンシルの解

体について, シアトル市と, ネイバーフッドカウン

シル制度と運動が持続していることについて, 違い

の原因についての見解を伺ったところ, 「シアトル

市では（推進した人は）アングロサクソン流の社会

実験だった。開かれた公民権のある社会に変えな

くてはという点で, 共感はもっていた。彼らは共感

はもっていたが, 私たち（黒人）は, その世界に住ん

でいたから」という回答を得た。
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Basis for Establishment of “Neighborhood Council” in the U.S.
―Case Study for “Citizen Participation Plan” of the City of Birmingham(AL) ―

Soichiro MAEYAMA

In the US since the eary 1970’s, and in Japan since early  2000, neighborhood councils (Machizukuri Kyogikai in 

Japan) have been developed in each context. Looking at their long history, we are in good positon to ask what is the 

basis for sustainable development of Neighborhood Councils. From that view point, the purpose of this article is to 

clarify: “What is the basis that has delivered and sustained Neighborhood Councils? “ 

	 For that question the Neighborhood Council and its “Citizens Participation Plan” is used as the benchmark.

Our findings were as follows:

1. Since 1963 trials for “cross section” -citizen participation started in the establishment of officially established 

“Community Affairs Committee“ .

2. In 1969 black citizens formed citizen-league (such as Urban Negro). Black citizens were perceived to be a one big 

section. (Making of a new urban regime).

3. Based on the “new urban regime” , through the substantial process in which black citizens, and city council member 

discussed, the Citizen Patriation Plan was formed.

4. The “Civil Rights Movement” in Birmingham directly resulted in the formation of “Citizen Participation Plan”.

5. The Citizen Participation Plan have provided sustainable and stable base for long years, because during the making 

process of “Citizen Participation Plan” there were much struggles and discussion that made the plan so efficient one.

6. Birmingham category (Direct formation from the “ethos” of Civil Rights Movement) might be one of category. 

Research on other categories in the U.S. is considered to be conduct in next stage.

Keywords :  Intra-Municipal Devolution,Neighborhood Council,Machizukuri Kyogikai,Birmingham,Alabama,

                    Civil Rights Movement
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